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宝塚市地域生活支援事業実施要綱（抜粋） 
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第７章 移動支援事業 

（趣旨） 

第55条 移動支援事業は、全身性障碍
がい

者その他屋外での移動に著しい制限のある者に対し

外出時における移動中の介護（以下「移動支援」という。）を行い、もって地域におけ

る自立生活及び社会参加の促進を図るものとする。 

（対象者） 

第56条 移動支援事業の対象者は、市内に住所を有する在宅の障碍者等（障碍児にあって
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は、原則として、就学前の児童を除く。以下同じ。）であって、次の各号に掲げる障碍

者の区分に応じ、外出時の移動支援につき、市長がその必要があると認めた者とする。 

   (1) 身体障碍者 身体障害者手帳の交付を受けた者で、屋外での移動に著しい制限の

ある全身性障碍者（児）（肢体不自由の程度が身体障害者福祉法施行規則別表第５号の

１級に該当する障碍者（児）であって、両上肢及び両下肢の機能の障碍を有する者又は

これに準ずる者をいう。） 

   (2) 知的障碍者 療育手帳の交付を受けた者で、屋外での移動に著しい制限のある障

碍者（児） 

   (3) 精神障碍者 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者又はこれに準ずる者で、

漠然とした不安、妄想等により一人での外出が困難である障碍者（児）又は公共交通機

関等の利用に係る各種手続きを一人で行うことが困難である障碍者（児） 

  (4) 難病患者 法第４条第１項又は児童福祉法第４条第２項に規定する治療方法が確

立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障碍の程度が厚

生労働大臣が定める程度である者であり、第１号に掲げる者と同等に屋外での移動に著

しい制限のあることが医師の意見書等により明らかであるもの 

２ 前項の在宅の障碍者等には、法第５条第17項に規定する共同生活援助を行う住居に入

居している障碍者等を含むものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、法第５条第３項に規定する重度訪問介護、同条第４項に

規定する同行援護、同条第５項に規定する行動援護又は同条第９項に規定する重度障害

者等包括支援の支給決定を受けた者は、原則として、移動支援事業の対象者としない。

ただし、市長がその必要があると認める者については、この限りでない。 

４ 障碍児を対象とする移動支援は、第１項の規定に該当し、かつ、次の各号のいずれか

に該当する場合に限るものとする。 

   (1) 疾病、出産、事故、災害等により、当該児童の保護者が外出に付き添うことがで

きない場合 

   (2) 必要最小限の範囲内で移動支援を利用することにより、当該障碍児が自立した日

常生活又は社会生活を営む上で必要な能力又は適性の向上を図ることができると認めら

れる場合 

（事業の内容） 

第57条 移動支援とは、交通機関の乗降等の介護、食事の介護、排泄の介護、交通料金の

支払の支援、目的地における行動の支援等、障碍に応じ必要とする外出に係る支援をい

うものとする。 

２ 前項の移動支援は、次の各号のいずれにも該当しない外出に係る支援であって、かつ、

原則として１日の範囲内で用務を終えるものに限るものとする。 

   (1) 通勤、営業活動等の経済活動に係る外出（報酬を伴う会議等に参加に係る外出を

除く。） 

   (2) 通年かつ長期にわたる外出に係る支援（法第５条第11項に規定する障害者支援施

設、第８章に規定する地域活動支援センター、学校等に係る送迎をいい、児童を対象と

し、当該児童の保護者の出産、疾病、事故、災害等により一時的に行われる学校等への

送迎を除く。） 
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   (3) 医療機関への通院（突発的な発病の際の通院等を除く。） 

   (4) 社会通念上適当でない外出 

３ 市長は、次の各号に掲げる実施方法により移動支援を行うものとする。 

(1) 個別支援型 個別的支援が必要な障碍者等に対するマンツーマンによる支援 

(2) グループ支援型 屋外におけるグループワーク並びに同一目的地及び同一イベントヘ

の参加等の複数人同時支援 

（申請） 

第58条 移動支援事業を利用しようとする障碍者等（以下この章において「申請者」とい

う。）は、地域生活支援事業利用給付費支給申請書を市長に提出するものとする。 

（決定） 

第59条 市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、申請者の状況を調査の上、

移動支援の利用の適否を決定し、その結果を、地域生活支援事業利用給付費支給決定（却

下）通知書により申請者に通知するものとする。 

２ 前項において決定する事項には、支援度合の区分として、身体介護を伴う場合又は身

体介護を伴わない場合の区分を含むものとする。 

（事業者、報酬等） 

第60条 移動支援事業を行うことができる事業者（以下「派遣事業所」という。）は、第

３条第２項各号（第６号を除く。）のいずれかに該当する者で、かつ、この事業の運営

における専門性、中立性及び公平性を確保し、当該事業を継続的に運営することができ

ると認められ、同条第３項の規定により市長の登録を受けた事業所とする。 

２ 市長は、派遣事業所に対し、その報酬として、地域生活支援事業利用給付費を給付す

る。 

３ 前項の地域生活支援事業利用給付費の額は、別表第１の費用の額から次条第１項及び

第２項の規定により算定した障碍者等が移動支援を利用した場合に支払うべき費用の額

（以下この章において「利用者負担額」という。）を控除して得た額とする。 

４ 移動支援の提供に当たる者の資格は、別表第２のとおりとする。 

５ 移動支援事業の人員、設備及び運営の基準については、この要綱に特別の定めがある

場合を除き、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準第１章及び第２章の例

による。 

 （費用の負担） 

第61条 障碍者等が移動支援を利用した場合の利用者負担額は、別表第１の区分に応じ算

定した費用の額の100分の10に相当する額とする。 

２ 前項の場合において、利用者負担額が法第29条第３項の規定による負担上限月額を超

えるときは、当該負担上限月額を利用者負担額とする。 

３ 移動支援業務に従事する者が移動支援に要する交通費（事業所と移動支援を利用した

障碍者等の居宅間の往復等に要する費用を除く。）については、当該移動支援を利用し

た障碍者等の負担とする。 

４ 移動支援を利用した障碍者等は、派遣事業所の請求に基づき、利用者負担額を支払う

ものとする。 
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別表第１（第60条・第61条関係） 

 

（その１）個別支援型の場合 

区     分 報 酬 の 額 

身体介護を伴う場合 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福

祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18

年厚生労働省告示第523号。以下「算定基準」という。）別

表第１の１のイの「居宅における身体介護が中心である場

合」の例により算定した額 

身体介護を伴わない場合 
算定基準別表第１の１のハの「家事援助が中心である場合」

の例により算定した額 

 

（その２）グループ支援型の場合 

  ヘルパー（移動支援従事者をいう。）対利用者の人数に応じ、（その１）の身体介護 

を伴う場合又は身体介護を伴わない場合の区分に応じた報酬の額に次表の利用者１人当 

たりの支給割合を乗じて得た額 

ヘルパー対利用者の人数 １人対２人 １人対３人 １人対４人 

利用者１人当たりの支給割合 70／100 60／100 50／100 

 

別表第２（第60条関係） 

 

区 分 移動支援の提供に当たる者の資格 

身体障碍者及び難病患者

の場合 

○介護福祉士 

○養成研修修了者（各研修に相当する研修を含む） 

・介護職員基礎研修修了証明書所持者 

・介護職員初任者研修修了証明書所持者 

・介護保険制度訪問介護員養成研修修了証明書所持者（看

護師、准看護師を含む。） 

・ガイドヘルパー養成研修（全身性障害者（児））修了証

明書所持者 

・居宅介護職員初任者研修修了証明書所持者 

・社会福祉士及び介護福祉士法に基づく実務者研修修了証

明書所持者 

・重度訪問介護従業者養成研修修了証明書所持者 

・障害者居宅介護従業者基礎研修修了証明書所持者 

・障害者（児）ホームヘルパー養成研修修了証明書所持者 

・日常生活支援従業者養成研修修了証明書所持者 
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知的障碍者の場合 

○介護福祉士 

○養成研修修了者（各研修に相当する研修を含む） 

・介護職員基礎研修修了証明書所持者 

・介護職員初任者研修修了証明書所持者 

・介護保険制度訪問介護員養成研修修了証明書所持者（看

護師、准看護師を含む。） 

・ガイドヘルパー養成研修（知的障害者（児））修了証明

書所持者 

・居宅介護職員初任者研修修了証明書所持者 

・行動援護従業者養成研修修了証明書所持者 

・社会福祉士及び介護福祉士法に基づく実務者研修修了証

明書所持者 

・重度訪問介護従業者養成研修修了証明書所持者 

・障害者居宅介護従業者基礎研修修了証明書所持者 

・障害者（児）ホームヘルパー養成研修修了証明書所持者 

・日常生活支援従業者養成研修修了証明書所持者 

精神障碍者の場合 

○介護福祉士 

○養成研修修了者（各研修に相当する研修を含む） 

・介護職員基礎研修修了証明書所持者 

・介護職員初任者研修修了証明書所持者 

・介護保険制度訪問介護員養成研修修了証明書所持者（看

護師、准看護師を含む。） 

・居宅介護職員初任者研修修了証明書所持者 

・行動援護従業者養成研修修了証明書所持者 

・社会福祉士及び介護福祉士法に基づく実務者研修修了証

明書所持者 

・重度訪問介護従業者養成研修修了証明書所持者 

・障害者居宅介護従業者基礎研修修了証明書所持者 

・障害者（児）ホームヘルパー養成研修修了証明書所持者 

・日常生活支援従業者養成研修修了証明書所持者 

 

 


